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１．企業集団の状況

当企業集団はローランド株式会社（当社）及び連結子会社２０社、持分法適用関連会社４社、その他関係
会社１８社より構成されており、電子楽器及びコンピュータ周辺機器の製造、販売を主な事業としています。
事業内容と当社及び主な連結子会社、持分法適用の関連会社、その他の関係会社の当該事業における位置付
け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。

事業区分 主な製品商品区分 主要な関係会社

国

内

連結子会社(５社)
ﾎﾞｽ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞｲｰﾃﾞｨｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃｯｸ㈱､

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｱｲ･ﾋﾟｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾐｭｰｼﾞｯｸ ｽﾀｼﾞｵ㈱
その他関係会社(３社)
ｽﾀｼﾞｵ ｱｰﾙ㈱､㈱ﾃﾞｭｵ､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾌﾟﾗﾝ㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　８社）

･電子楽器

ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ､ｻﾝﾌﾟﾗｰ､ｴﾌｪｸﾀｰ､

ﾘｽﾞﾑﾏｼﾝ､楽器用ｱﾝﾌﾟ､ｷﾞﾀｰｼﾝｾｻ

ｲｻﾞｰ

･家庭用電子楽器

電子ﾋﾟｱﾉ､ｵﾙｶﾞﾝ､ﾐｭｰｼﾞｯｸ･ﾃﾞｰﾀ

･音響機器

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｨﾚｲ､ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾊﾞｰﾌﾞ､

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾚｺｰﾀﾞｰ､業務用ｱﾝﾌﾟ&ｽﾋﾟ

ｰｶｰ､OEM 音源ﾎﾞｰﾄﾞ

海

外

連結子会社(１０社)
Roland Corporation U.S.､Roland Canada Music Ltd.､
Rodgers Instruments LLC､

Roland Audio Development Corporation､
Roland Europe S.p.A.､Roland(U.K.)Ltd.､Roland France SA､
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH､

Roland Benelux n.v.､Roland Italy S.p.A.
持分法適用関連会社(４社)
Roland Electronics de Espana S.A.､
Electronic Musical Instruments Roland Scandinavia a-s､
Roland Brasil Ltda.､
Roland Taiwan Electronic Music Corporation
その他関係会社(１１社)
Roland Corporation Australia Pty. Ltd.､
Roland Taiwan Enterprise Co.,Ltd.
他９社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　２５社）

国

内

連結子会社(１社)
ｴﾃﾞｨﾛｰﾙ㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　１社）

電子楽器

事　　業

（当 社）

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器

海

外

連結子会社(１社)
Edirol Corporation North America
その他関係会社(１社)
Edirol Europe Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　２社）

国

内

連結子会社(１社)
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱
その他関係会社(２社)
㈱ﾏｯｺｲ、ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ ｱｰﾙ㈱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　３社）ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

周辺機器
事　　業

(ﾛｰﾗﾝﾄﾞ
ﾃ゙ ｨー .ｼ゙ .ー㈱ )

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器

ﾌﾟﾛｯﾀ､ｶｯﾃｨﾝｸﾞﾏｼﾝ､ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞﾏｼ

ﾝ､ﾌﾟﾘﾝﾀ-
海

外

連結子会社(２社)
Roland DGA Corporation､
Roland DG Benelux n.v.
その他関係会社(１社)
Roland DG Australia Pty.Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計　　３社）

※その他関係会社の欄に記載の会社は、持分法非適用の非連結子会社及び関連会社
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関 係 会 社 の 状 況 
2001年9月30日現在 

     関 係 内 容 

     役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

(連結子会社)           

 
ボ   ス ㈱ 

 
静岡県浜松市 

百万円 
40 

 
電子楽器 

％ 
100 

 

名 
3 

名 
1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

 
 
 

 
長野県松本市 

百万円 
45 

 
電子楽器 

％ 
100 

名 
2 

名 
2 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電子楽器 

％ 

100 

名 

2 

名 

1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

  
静岡県浜松市 

百万円 
1,933 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
 50.7 

名 
3 

 
無 

 
無 － 

 
有 
 

 

 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電子楽器 

％ 
65.4 

（15.0） 

名 
3 

名 
3 

 
無 

当 社 へ の 

製 造 委 託 

 
有 
 

 

 

エ デ ィ ロ ー ル ㈱ 

 

 

静岡県浜松市 

 

百万円 
350 

 

 
電子楽器 

 
％ 

95.0 
（2.1） 

 

名 
5 

 

名 
2 

長期貸付金 
百万円 

236 
債務保証 

百万円 
32 

当 社 商 品 

の 販 売 

 

 

有 
 

ローランド 

ミュージック スタジオ㈱ 

東京都 
千代田区 

百万円 
480 

 
電子楽器 

％ 
 65.0 

名 
3 

 
無 

 
無 － 

 
有 
 

Roland Europe 

S.p.A. 

Acquaviva 
Picena 
Italy 

Euro 千 
11,440 

 
電子楽器 

％ 
56.6 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Rodgers  

Instruments LLC 

Hillsboro 
Oregon 

U.S.A. 

US$ 千 
23,000 

 
電子楽器 

％ 
100 

（100） 

名 
1 

 
無 

債務保証 
百万円 

79 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Corporation 

U.S. 

Los Angeles 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
629 

 
電子楽器 

％ 
100 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
Roland(U.K.)Ltd.         
 

Swansea  
W.Glam. 
U.K. 

Stg.£ 千 
5,000 

 
電子楽器 

％ 
100 

 
無 

 
無 

債務保証 
百万円 

363 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland  
Elektronische  
Musikinstrumente  
HmbH.  

Oststrasse 
Norderstedt 
Germany 

Euro 千 
 

 3,300 

 
 

電 子楽器 

％ 

100 

名 
 

1 

名 
 
1 

債務保証 
百万円 

21 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 

Roland  DGA 

Corporation 

Irvine 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
4,196 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
71.8 

（71.8） 

 
無 

 
無 

 
無 

 
 
 

 
無 

Roland Audio 
Development 
Corporation 

La Mirada 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
300 

 
電子楽器 

％ 
100 

（100） 

名 
2 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Canada 

Music Ltd. 

Richmond  

B.C. Canada 

CAN$ 千 
7 

 
電子楽器 

％ 
80.8 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland France 

SA 

Lagny 
Cedex 
France 

Euro 千 
2,280 

 
電子楽器 

％ 
100.0 

 

名 
1 

 
無 

債務保証 
百万円 

16 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 

議決権の 

所有割合 

主要な事 

業の内容 
名 称 住 所 資 本 金 

ロ ー ラ ン ド 

イ ー デ ィ ー ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

テ ッ ク ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

ディー．ジー．㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

ア イ ･ ピ ー ㈱ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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     関 係 内 容 

名 称 住 所 資本金   役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

Roland Benelux 

n.v. 

Westerlo 

Belgium 

Euro 千 
75 

 
電子楽器 

％ 
70.0 
(20.0) 

 
無 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland DG 

Benelux n.v. 

Westerlo 

Belgium 

Euro 千 
72 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 

周辺機器 

％ 
70.0 

（70.0） 

 
無 

 
無 

 
無  

 
無 

Edirol Corporation 
North America 

Bellingham 
Washington 
U.S.A. 

US$ 千 
5,400 

 
電子楽器 

％ 
85.9 

（12.8） 

名 
1 

 
無 

長期貸付金 
百万円 

319  

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Italy 

S.p.A. 

Milano  

Italy 

Euro 千 
1,550 

 
電子楽器 

％ 
90.0 

 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 
 

(持分法適用関連会社)          

Electronic 

Musical Instruments 
Roland Scandinavia 
a-s 

 

Copenhagen 
Denmark 

 
 

DKr 千 
600 

 
 

電子楽器 

 
％ 

49.0 

 
 

無 

 
 

無 

 
 

無 

 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 
 

Roland  
Electronics  
de Espana, S.A. 

Barcelona 

Spain 

Ptas 百万 
100 

 
電子楽器 

％ 

50.0 

名 

1 

 

無 

 

無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

 

Roland Brasil 

Ltda. 

Sao Paulo 

Brazil 

R$ 千 
370 

 

電子楽器 

％ 
 50.0 

 
無 

 
無 

債務保証 
百万円 

15 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Taiwan 

Electronic 
Music Corporation 

 
台北 
台湾 

 
NT$ 千 
60,000 

 
 

電子楽器 

 
％ 

50.0 

 
名 
2 

 
 

無 

 
 

無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
 

無 
 

 

(注)1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

2. 当中間連結会計期間において、ローランド ミュージック スタジオ㈱（旧社名：ビクター・テクニクス・ミュージッ       
ク㈱）に資本参加し、連結子会社としました。また、前連結会計年度において持分法適用関連会社であったRoland Italy  
S.p.A.は、当中間連結会計期間中に子会社になったため、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めています。 

3. 議決権の所有割合の（   ）内は間接所有割合を内数で記載しています。 

4. ボス㈱、ローランド ディー．ジー．㈱、Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Corporation      
U.S.、Roland (U.K.) Ltd.は、特定子会社に該当します。  

5. ローランド ディー．ジー．㈱は、有価証券報告書を提出しています。 

6. エディロール インターナショナル㈱は、2001年4月1日付で、エディロール㈱に社名変更しました。 

7. 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報等」        

は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

会 社 名 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 純 資 産 額 総 資 産 額 

Roland Corporation U.S. 9,977 5 41 7,849 10,818 

 

 
 
 
 

主要な事 

業の内容 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

議決権の 

所有割合 
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２．経 営 方 針 

 ローランドグループの経営方針の概要は次のとおりです。 

１．経営の基本方針 

「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、３つの経営理念を掲げています。 

・創造の喜びを世界にひろめよう 

  オリジナル技術の開発を最も重視し、製品を通じて世界中の顧客に創造のよろこびを提供する「技術提案型企

業」として、常に新しい分野の開拓に努めています。 

・BIGGEST よりBEST になろう 
  グループ各社が量より質を重視し、各分野でNO.1 商品を創出し、Best な 企業体を目指し続けます。 

・共感を呼ぶ企業にしよう 

  顧客、株主、取引先、社員がよきパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目
指しています。 

 

２．利益配分に関する基本方針 
従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財政状態の維持

を基本方針としています。株主配当は、配当性向30％を考慮に入れるとともに、より積極的な利益還元策も視野に入

れつつ、株主各位のご期待に添うよう努めます。また、内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並びに新しい市場
ニーズに応えるための技術開発、フレキシブルな生産体制の拡充及び市場競争力の増強、さらに内外における販売体

制の強化に充て、これにより収益の向上と経営基盤の強化を図ります。 

長期に保有される株主に報いるため、利益水準を考慮しつつ高配当に努め、特にここ３年間は連続して年間 25 円
配当を継続してきましたが、今期予想における当期純利益の水準及び配当性向を勘案の上、今期は年間で5 円減配し

年間20 円（中間10 円）配当とします。 

 
３．中長期的な会社の経営戦略 

グループ各社では従来から“製品カテゴリー毎に№1 商品を創り育てる”“商品の市場価値を 30％高める”を目標

とした「301 プロジェクト」運動を日々の活動のベースとして推進しています。 
電子楽器事業において開発体制と開発計画の早急な見直しにより、ユーロの急激な下落に対処し、為替変動に対し

て十分な価格競争力のある新製品開発を目標として、2000 年9 月1 日よりスタートさせた「NES プロジェクト」（New 

Euro Shift Project）は、一年が経過しユーロも安定しつつあり、相応の成果を得ましたので当中間期において一旦
終了し、その新製品開発目標は「301 プロジェクト」運動に組入れ、今後も継続します。音楽教室事業は、家庭用電

子楽器分野における国内市場の開拓に関連する重要な教育事業であるため、全国的な教室の展開を積極的に行います。 

コンピュータ周辺機器事業では、引続き業務用大型カラープリンターと三次元入出力装置の二分野に開発の重点を
置き、より高機能を求める顧客のニーズに対応します。また、製品設計の３次元CAD データを製造・組立工程に活用

する「デジタルファクトリーシステム」により効率化を推進します。 

ローランドグループは事業と商品群に応じて複数のブランドを展開しています。 

電子楽器のパイオニア    Roland 

コンピュータ周辺機器事業    Roland DG 

ギター関連機器     BOSS 
コンピュータ・ミュージックとビデオ編集分野の新ブランド EDIROL（エディロール） 

大型クラシックオルガン    Rodgers 

さらに分社化によりそれぞれのブランドに集中した経営体制を整備しています。この動きをさらに加速し、グルー

プ各社がそれぞれのブランド価値向上を軸に活動を行い、グループ全体として安定した収益基盤の確保を目指します。 
 

４．会社の対処すべき課題 

国内、海外ともに経営環境は依然厳しく、企業間競争もますます激化すると予想されます。 
北米での同時多発テロとそれに続く社会不安は予断を許さぬ状況にあり、事業の拡大を目指す一方で効率化を進め、

特に売上高が減少した電子楽器事業における国内販売の回復を図り、工場稼動率の引上げと業務の見直しにより利益

率の改善を推進します。中国を含めた内外の製造会社における経営資源の効率的配分に注力するとともに、音楽教室
等の重点分野、新規分野へは積極的な投資を行い、ROE の改善に努めます。 
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３．経 営 成 績 
 

 １．当期の概況                             （単位：百万円） 

 
売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 

1株当たり 
中間純利益 

2001 年 9 月期 29,270 412 334 △146 △5 円74 銭 
2000 年 9 月期 28,825 897 920  282 11円06 銭 

増減率 1.5％ △54.0％ △63.6％ - - 

当中間期の経済環境は、国内景気の低迷に加えて米国景気の減速により内外ともに厳しさが強まりました。電
子楽器事業は、北米市場は堅調に推移したものの、国内における個人消費低迷と需要動向の変化等により厳しい

状況を余儀なくされました。一方、コンピュータ周辺機器事業は国内外の売上高が堅調に推移し、特に欧州にお

いて伸長したため増収増益となりました。 
 
営業の概況（事業の種類別セグメント）は次のとおりです。 

 （単位：百万円） 

 電子楽器事業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 

 売上高 営業利益 売上高 営業利益 
2001 年 9 月期 22,937 △147 6,332 560 

2000 年 9 月期 23,198 398 5,626 499 

増減率 △1.1％ - 12.5％ 12.3％ 

 
［電子楽器事業］ 
日本においては、カラオケ・遊技機向けのＯＥＭ音源及び携帯電話向け着信メロディーサービスが大

きく売上を伸ばしましたが、シンセサイザー等の電子楽器、及び電子ピアノ等の家庭用電子楽器等の
伸び悩みのために売上高は前年同期を下回りました。 
北米においては、シンセサイザー、デジタルレコーダーが伸び悩んだものの、デジタルドラム等が堅調に推移

し、売上高は前年同期を上回りました。 
欧州においては、ユーロの対円相場の回復が収益に好影響をもたらしたものの、ドイツ、フランス等における

個人消費の停滞の影響を受け、全般的に伸び悩み、売上高は前年同期を下回りました。 

 
 開発・生産面においては、開発体制と開発計画の見直しを主眼として2000 年9 月1 日よりスタートした「NES
プロジェクト」（New Euro Shift Project）の下で開発された電子楽器の新製品が売上の主力となりつつあります。
国内外での製造の分業体制をより強固にし原価率の改善を図るため、７月に中国蘇州市に楽蘭電子（蘇州）有限
公司を設立しました。 
また、浜松研究所の増築が完了し、｢音響レファレンスホール｣を設置しました。様々なホールがもつ音響特性

の再現を可能とする同ホールは、｢空間音響｣の基礎研究開発等に活用されています。 
 
販売面においては、9 月に日本ビクター株式会社の音楽教室事業ビクター・テクニクス・ミュージック（ＶＴＭ）

を継承して新たにローランド ミュージック スタジオ（ＲＭＳ）として発足し、国内各地の直営及び提携音楽教
室数を約400から5,000以上へと増加させました。当社が1984年以来展開してきた音楽教室事業との統合により、
新たに幼児から成人までのあらゆる年齢層に対応する音楽教室を展開いたします。 

 
［コンピュータ周辺機器事業］ 
カラープリンターが引続き順調に売上を伸ばし、インクなどのサプライ品も同様に好調でした。プロッタは漸

減傾向にあるものの、三次元工作機器を主体とする業務用工作機器が売上をのばしました。 
地域別の状況では、日本においては景気の低迷にも拘らず大型カラープリンターを中心に増収となりました。

北米においても前期以来の堅調な需要を引継ぎ、欧州でも急激なユーロ安の悪影響を脱したため、各国において
増収となり、北米に迫る売上規模に成長しました。 
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当中間期のキャッシュ･フローの状況は次のとおりです。 

(単位：百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 9 
投資活動によるキャッシュ・フロー △2,008 

財務活動によるキャッシュ・フロー △468 
換 算 差 額 91 

増     加 △2,376 

現金及び現金同等物期首残高 18,601 

現金及び現金同等物中間期末残高 16,225 

 
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、9百万円の収入になり、投資活動によるキャッシュ・フローは、

主に有形固定資産の取得及び子会社株式の取得等により2,008百万円の支出となりました。財務活動によるキャ
ッシュ・フローは、短期借入金の返済と配当金の支払により、468百万円の支出となりました。これらの結果、
当中間期末の現金及び現金同等物残高は、16,225百万円となり、前期末より2,376百万円減少しました。 
 

 
２．通期（2002 年3 月期）の見通し 
 （単位：百万円） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

株主資本当期
純利益率(%) 

2002 年3 月期見通し 62,000 1,600 1,600 500 19円55 銭 1.0％ 

2001 年 3 月期実績 58,756 1,984 2,304 808 31円61 銭 1.6％ 

増減率 5.5％ △19.4％ △30.6％ △38.1％ － － 
 

国内では引き続き個人消費が低迷すると予想され、海外においても北米の同時多発テロ以後の社会不安が世界経済
に及ぼす影響が見極め難く、市場環境はこれまで以上に厳しさを増すと思われますが、引き続き商品力の強化と業務
改革によるコスト削減に努め、当期純利益においては黒字回復を果たす見込みです。 
 

[電子楽器事業] 
為替変動に対して十分な価格競争力のある新製品開発を目標としてユーザー・ニーズにより適合した製品を今後も

継続して発売いたします。 
音楽教室については、外部から引き継いだ講師・生徒に加えてさらに新規生徒獲得の推進に注力します。 
海外においては、昨年のユーロ安の影響を脱しつつある欧州において販売会社の営業体制を整備、強化し、通期で

の売上増加を目指します。 
 
[コンピュータ周辺機器事業] 
北米における需要減退が懸念されますが、主要カテゴリーについて新製品の投入を予定しており、中間期に引き続

き売上の伸長を図ります。 
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４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
 

 ( 1 )  中間連結貸借対照表  
 

（単位：百万円） 

 
２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

科 目 （ 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  ％ 

流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 １６,２２５  １６,３４６  １８,６６１  

受取手形及び売掛金 ７,８３４  ７,２５５  ７,５６２  

た な 卸 資 産 １４,７９７  １３,２６９  １３,８２７  

そ の 他 ３,３２５  ２,５８６  ２,６１５  

貸 倒 引 当 金 △   ５１１  △   ４１１  △   ４６１  

流 動 資 産 合 計 ４１,６７１ 61.4 ３９,０４６ 60.5 ４２,２０５ 62.0 

固 定 資 産       

有形固定資産       

建 物 及 び 構 築 物 １７,２２９  １５,８７０  １５,９２８  

機械装置及び運搬具 ３,０９４  ２,９０１  ２,９０３  

工 具 器 具 備 品 ８,０６４  ７,３０９  ７,８００  

土 地 ７,２３９  ７,３２３  ７,２５９  

建 設 仮 勘 定 １５  ２９６  ５６３  

減 価 償 却 累 計 額 △１６,９９９  △１５,５８８  △１６,３４８  

有 形 固 定 資 産 合 計 １８,６４４ 27.5 １８,１１２ 28.1 １８,１０７ 26.6 

無形固定資産 １,１３９ 1.7 ８５５ 1.3 ９１３ 1.4 

投資その他の資産       

投 資 有 価 証 券 ２,４９７  ３,４１７  ３,１３２  

そ の 他 ４,００２  ３,１１６  ３,６８４  

貸 倒 引 当 金 △    ９４  △    １４  △    １４  

投資その他の資産合計 ６,４０５ 9.4 ６,５１９ 10.1 ６,８０２ 10.0 

固 定 資 産 合 計 ２６,１８９ 38.6 ２５,４８７ 39.5 ２５,８２４ 38.0 

資 産 合 計 ６７,８６０ 100.0 ６４,５３４ 100.0 ６８,０２９ 100.0 
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（単位：百万円） 

 
２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

科 目 （ 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 

流 動 負 債       

支払手形及び買掛金       ２,５７６  ２,７０６  ３,４７７  

短 期 借 入 金       ３,０５０  ２,４１４  ３,５２０  

一年以内償還予定転換社債 －  ７９５  －  

一年以内返済予定長期借入金 １８８  ６  １９  

賞 与 引 当 金       １,０９７  １,１１６  ９７４  

そ の 他           ２,９９４  ２,５３４  ２,４７３  

流 動 負 債 合 計     ９,９０７ 14.6 ９,５７３ 14.8 １０,４６５ 15.4 

固 定 負 債       

社 債       ８１  －  －  

長 期 借 入 金    １６４  １８１  １６７  

退 職 給 付 引 当 金  ５０  －  －  

役員退職慰労引当金  ３０５  ５７９  ６１２  

そ の 他           ４３１  ３７７  ２８４  

固 定 負 債 合 計     １,０３３ 1.5 １,１３８ 1.8 １,０６４ 1.5 

負 債 合 計     １０,９４１ 16.1 １０,７１１ 16.6 １１,５３０ 16.9 

( 少 数 株 主 持 分 )       

少 数 株 主 持 分 ６,４１７ 9.5 ４,４５８ 6.9 ６,２３９ 9.2 

( 資 本 の 部 )       

資 本 金          ９,２７４ 13.7 ９,２７４ 14.4 ９,２７４ 13.6 

資 本 準 備 金   １０,８００ 15.9 １０,８００ 16.7 １０,８００ 15.9 

連 結 剰 余 金   ３１,２１２ 46.0 ３１,５３０ 48.9 ３１,７３６ 46.6 

その他有価証券評価差額金 △   １３４ △0.2 １６０ 0.2 △    ２７ △0.0 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △   ６５０ △1.0 △ ２,４００ △3.7 △ １,５２３ △2.2 

自 己 株 式  △     ０ △0.0 △     ０ △0.0 △     ０ △0.0 

資 本 合 計         ５０,５０１ 74.4 ４９,３６４ 76.5 ５０,２６０ 73.9 

負債、少数株主持分及び資本合計   ６７,８６０ 100.0 ６４,５３４ 100.0 ６８,０２９ 100.0 
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 ( 2 )  中間連結損益計算書  
 

（単位：百万円） 

 ２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期 

科 目 （2001.4.1～2001.9.30） （2000.4.1～2000.9.30） （2000.4.1～2001.3.31） 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％  ％  ％ 

 Ⅰ 売    上    高 ２９,２７０ 100.0 ２８,８２５ 100.0 ５８,７５６ 100.0 

 Ⅱ 売  上  原  価 １７,７０６ 60.5 １６,９０６ 58.7 ３５,０７４ 59.7 

売 上 総 利 益 １１,５６４ 39.5 １１,９１８ 41.3 ２３,６８１ 40.3 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 １１,１５１ 38.1 １１,０２０ 38.2 ２１,６９７ 36.9 

営 業 利 益 ４１２ 1.4 ８９７ 3.1 １,９８４ 3.4 

       

 Ⅳ 営 業 外 収 益 １９３ 0.6 １９８ 0.7 ７２８ 1.2 

受 取 利 息 ６０  ８７  ２２４  

受 取 配 当 金 ２０  １５  ３３  

為 替 差 益 －  －  １９２  

持分法による投資利益 －  １３  ４９  

そ の 他 １１２  ８２  ２２７  

 Ⅴ 営 業 外 費 用 ２７１ 0.9 １７５ 0.6 ４０８ 0.7 

支 払 利 息 １０７  ７１  ２４０  

為 替 差 損 ６５  １２  －  

持分法による投資損失 ９  －  －  

そ の 他 ８９  ９１  １６７  

経 常 利 益 ３３４ 1.1 ９２０ 3.2 ２,３０４ 3.9 

       

 Ⅵ 特  別  利  益 ３２０ 1.1 ７ 0.0 ４３４ 0.8 

前 期 損 益 修 正 益 １１  ７  １３  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 ４  －  ５７  

固 定 資 産 売 却 益 ４  －  ６３  

私 財 受 贈 益 ３００  －  ３００  

 Ⅶ 特  別  損  失 １５４ 0.5 ４８ 0.1 ９３ 0.2 

固 定 資 産 除 売 却 損 ５９  ３５  ４７  

そ の 他 ９４  １３  ４６  

税金等調整前中間(当期)純利益 ５０１ 1.7 ８８０ 3.1 ２,６４５ 4.5 

法人税、住民税及び事業税 ４４０ 1.5 ５１１ 1.8 １,４８７ 2.5 

法 人 税 等 調 整 額 ４３ 0.1 △    ４ △0.0 ５１ 0.1 

少 数 株 主 利 益 １６３ 0.6 ９０ 0.3 ２９８ 0.5 

中間(当期)純利益又は損失(△)   △    １４６ △0.5 ２８２ 1.0 ８０８ 1.4 
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 ( 3 )  中間連結剰余金計算書  
 

（単位：百万円） 

科         目 
２００１年９月中間期 

（2001.4.1～2001.9.30） 

２０００年９月中間期 

（2000.4.1～2000.9.30） 

２００１年３月期 

（2000.4.1～2001.3.31） 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１,７３６ ３１,９６６ ３１,９６６ 

連 結 剰 余 金 減 少 高 ３７６ ７１８ １,０３８ 

配 当 金 ３１９ ３１９ ６３９ 

役 員 賞 与 ５７ １０７ １０７ 

連結子会社増加による剰余金減少高 － ２９２ ２９２ 

中間（当期）純利益又は損失(△) △  １４６ ２８２ ８０８ 

連結剰余金中間期末(期末)残高 ３１,２１２ ３１,５３０ ３１,７３６ 
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 ( 4 )中間連結キャッシュ・フロー計算書  
（単位：百万円） 

 
科      目 

2001 年 9 月中間期 
(2001.4.1～2001.9.30) 

2000 年 9 月中間期 
(2000.4.1～2000.9.30) 

2001 年 3 月期 
(2000.4.1～2001.3.31) 

 金  額 金  額 金  額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益 ５０１ ８８０ ２,６４５ 
減 価 償 却 費 ９９２ ９４５ ２,０９６ 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ５３ ２１ ４２ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   ８１ △  １０２ △  ２５８ 
支 払 利 息 １０７ ７１ ２４０ 
為 替 差 損 益  ２２ ６ △  １２４ 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 

－ 
９ 

△   １３ 
－ 

△   ４９ 
－ 

固 定 資 産 売 却 益  △    ４ － △   ６３ 
固 定 資 産 除 売 却 損 ５９ ３５ ４７ 
売 上 債 権 の 増 減 額  ２０２ ２７ ５１ 
た な 卸 資 産 の 増 減 額  ４ △１,２１２ △１,０４０ 
仕 入 債 務 の 増 減 額  △１,１４２ △  ３０１ １３２ 
役 員 賞 与 の 支 払 額 △   ７５ △  １１９ △  １１９ 
そ の 他 △  ２５１ ９４１ ２２０ 

小     計 ３９７ １,１８０ ３,８２２ 
    

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２６４ １４８ ３４３ 
利 息 の 支 払 額 △  １０８ △   ６４ △  ２４２ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △  ５４３ △  ９１１ △１,９７２ 
営業活動によるキャッシュ・フロー ９ ３５３ １,９５０ 

    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 － △  ３８５ △    ０ 
定期預金の払戻による収入 ６０ ３４０ ７８０ 
有形固定資産の取得による支出 △１,２１６ △１,０４１ △１,９９４ 
有形固定資産の売却による収入 ４５ ４５ ３１２ 
投資有価証券の取得による支出 △   ３９１ △   ２６３ △  ３８１ 
投資有価証券の売却による収入 
連結の範囲の変更を伴う子会社 

株式の取得による支出 

２８９ 
 

△   ４７３ 

５９６ 
 

－ 

１,６３４ 
 

－ 
出 資 に よ る 支 出  △   ３９ － △  ３２３ 
そ の 他 △  ２８２ △   ８０ △  ４４４ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △２,００８ △  ７８８ △  ４１６ 

    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短 期 借 入 金 の 増 減 額  △  ４８９ △  ４８１ ５５７ 
長期借入金の返済による支出 △    ６ △    ５ △   １７ 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － － △   ７９５ 
連結子会社の公募増資による収入 
連結子会社の第三者割当増資による収入 

－ 
１６９ 

－ 
－ 

６５９ 
－ 

私 財 の 受 贈 に よ る 収 入 ３００ － ３００ 
配 当 金 の 支 払 額 △  ３１９ △  ３１９ △  ６３９ 
少数株主への配当金の支払額 △   ９６ △  １３３ △  １３３ 
そ の 他 △   ２６ △   ２３ △   １２ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △  ４６８ △  ９６３ △   ８０ 
    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ９１ ９ ２９８ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △２,３７６ △１,３８８ １,７５１ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １８,６０１ １６,５６４ １６,５６４ 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 

現金同等物の増加額 － ２８５ ２８５ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 １６,２２５ １５,４６１ １８,６０１ 

（注）現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 16,225百万円 16,346百万円 18,661百万円 
 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △   0 △ 885 △ 60 
 現金及び現金同等物 16,225百万円 15,461百万円 18,601百万円 
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］  
 
1．連結の範囲に関する事項 

(1) 連 結 子 会 社 ２０社 ・ボ     ス ㈱ ・Roland Elektronische 
 ・ローランド イーディー㈱          Musikinstrumente HmbH. 
 ・ローランド テック㈱ ・Roland DGA Corporation 
 ・ローランド ディー．ジー．㈱ ・Roland Audio Development Corporation 
 ・ローランド アイ･ピー㈱ ・Roland Canada Music Ltd. 
・エディロール㈱ ・Roland France SA 
・ローランド ミュージック スタジオ㈱  ・Roland DG Benelux n.v. 
・Roland Europe S.p.A. ・Roland Benelux n.v. 
 ・Rodgers Instruments LLC ・Edirol Corporation North America 
 ・Roland Corporation U.S. ・Roland Italy S.p.A. 
 ・Roland (U.K.) Ltd.  
  

(2) 非連結子会社 １０社 ・Roland Corporation Australia Pty. Ltd. 
 ・Roland DG Australia Pty. Ltd.  
・Edirol Europe Ltd. 
・その他 ７社 

 
当中間連結会計期間において、ローランド ミュージック スタジオ㈱（旧社名：ビクター・テクニク

ス・ミュージック㈱）に資本参加し、連結子会社としました。また、前連結会計年度において持分法適用関
連会社であった Roland Italy S.p.A. は、当中間連結会計期間中に子会社になったため、当中間連結会計
期間から連結の範囲に含めています。 
その他の子会社 Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び 

Edirol Europe Ltd. 等合計 10 社については、合計の総資産、売上高、中間純損益及び剰余金がいずれも 
中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めていません。 

 
2．持分法の適用に関する事項 

関連会社のうち Roland Electronics de Espana S.A. 等合計 4 社に対する投資額については持分法を 
適用しています。なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった Roland Italy S.p.A. は、
当中間連結会計期間中に子会社になったため、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めています。 
その他非連結子会社 10 社及び関連会社 8 社については、それぞれ中間連結純損益及び連結剰余金に及ぼ 

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用していません。持分法を適用し 
ていない会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び 
Roland (Switzerland) AG.等です。 

 
3．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Audio 
Development Corporation 、 Roland (U.K.) Ltd. 、Roland DGA Corporation 、 Roland Corporation U.S. 、  
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH.、Roland Canada Music Ltd.、Roland France SA、
Roland DG Benelux n.v.、 Roland Benelux n.v.、Edirol Corporation North America 及び Roland 
Italy S.p.A.を除き中間連結財務諸表提出会社と同一です。なお、上記全ての会社の中間決算日は 6 月 30
日であり、中間連結決算日との間に重要な取引がないため、6 月 30 日で終了する中間会計期間の中間財務諸
表を使用しています。 

 
4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 ……………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの …………………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
により算定） 

時価のないもの …………………………… 移動平均法による原価法 

②たな卸資産 
商品，製品，原材料及び仕掛品 
(ｲ) 親会社及び国内連結子会社 …………… 主として総平均法による低価法 
(ﾛ) 在外連結子会社 ………………………… 主として先入先出法による低価法 
貯蔵品 ………………………………………… 最終仕入原価法 

③デリバティブ ………………………………… 時価法 



（ローランド） 

                          －  － 15

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 …………………………………主として定率法 
                    ただし、親会社及び国内連結子会社が 1998 年 4 月 1 日以 

降取得した建物(建物付属設備を除く)については定額法。 
なお、主な耐用年数は以下の通り 
 建物及び構築物   31～50 年 
 工具器具備品     2～ 6 年 

無形固定資産(連結調整勘定を除く) ………主として定額法 
ただし、親会社及び国内連結子会社が所有する市場販売 
目的のソフトウェアについては販売可能有効期間におけ 
る見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェア 
については社内における利用可能期間（5 年）に基づく 
定額法 
 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし 

て、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性 
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③退職給付引当金 
親会社及び国内連結子会社 7 社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退 

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ 
る額を計上しています。 
なお、親会社及び国内連結子会社 6 社は、当中間連結会計期間末においては、年金資産の見込額が 

退職給付債務の見込額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上し、投資その他の資産の 
「その他」に含めて表示しています。 
会計基準変更時差異(402 百万円)は、5 年による按分額を費用処理しています。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定率 

法により、発生年度の翌連結会計年度から費用処理することとしています。 

④役員退職慰労引当金 
親会社及び国内連結子会社 6 社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末 

要支給額を計上しています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし 

て処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社中間決算日の直物為替相場によ 
り円貨に換算し、収益及び費用は、当該会社の中間会計期間における期中平均相場により円貨に換算 
し、換算差額は「少数株主持分」及び資本の部における「為替換算調整勘定」に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

(6) 消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 

(7) 中間連結会計期間に係る税額計算方法 
中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分によ 

る特別償却準備金の取崩しを前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算しています。 
 

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金（手許現金及び要求 
払預金）、取得日から満期日までの期間が３ヶ月以内の短期投資である定期預金をその範囲としています。 
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［注記事項］  

（中間連結貸借対照表関係） (単位：百万円) 

 ２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期 

 （ 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ） 

担 保 提 供 資 産 及 び 対 応 債 務    

担 保 提 供 資 産 ５,１６３ ５,５２９ ５,４９４ 

対 応 す る 債 務 ２,０１４ ９８６ ２,０５７ 

保 証 債 務 １,３４０ １,１６９ １,３３０ 

輸 出 手 形 割 引 高 ７３４ ９２４ ７７２ 

中間連結期末(連結期末)日満期受取手形 ３４ ３６ ８０ 

（注）中間連結期末（連結期末）日満期手形の会計処理については、当中間連結期末（連結期末）日が金融 
機関の休日のため、満期日に決済が行われたものとして処理しています。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 (単位：百万円) 

 ２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期 

 (2001.4.1～2001.9.30) (2000.4.1～2000.9.30) (2000.4.1～2001.3.31) 

広 告 販 促 費 ２,０５８ ２,３１６ ４,２４８ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５５ １２ ４１ 

給 与 及 び 賞 与 ４,５０６ ４,１５５ ８,８１６ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 １４ ３３ ６２ 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ４５７ ４６９ ４１９ 
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（リース取引関係） 

項     目 
２００１年９月中間期 

(2001.4.1～2001.9.30) 

２０００年９月中間期 

(2000.4.1～2000.9.30) 

２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

(2000.4.1～2001.3.31) 

リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引 

  

リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び中間 

期 末 ( 期 末 ) 残高相当額 

 取得価額

相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期 
末残高 
相当額 

  取得価額

相当額

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期
末残高
相当額

  取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高 

相 当 額 

 

 機械装
置及び
運搬具 

百万円 

３４６ 

百万円 

２５７ 

百万円 

８８ 

  機械装
置及び
運搬具

百万円

３４１

百万円 

２０２ 

百万円

１３９

 機械装
置及び
運搬具 

百万円

３４２

百万円

２２８

百万円 

１１３ 

 

 
工具器 
具備品 ９４ ７１ ２３   

工具器
具備品 １４３ １１１ ３２  

工具器 
具備品 ９１ ６８ ２２  

 合 計 ４４０ ３２８ １１１   
無形固
定資産 ４ ４ ０  合 計 ４３３ ２９６ １３６  

       合 計 ４９０ ３１８ １７２     

    

未 経 過 リ ー ス 料 

中間期末(期末)残高相当額 

 

１年以内  ５０百万円 

１ 年 超  ６８百万円 

合 計  １１８百万円 

１年以内  ７８百万円 

１ 年 超 １０３百万円 

合 計  １８１百万円 

１年以内  ６３百万円 

１ 年 超  ８１百万円 

合 計  １４４百万円 

支 払 リ ー ス 料 ４１百万円 ４８百万円 ９１百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ３７百万円 ４３百万円 ８２百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ２百万円 ３百万円 ７百万円 

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定 

額法によっています。 

同  左 同  左 

    
利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってい

ます。 

同  左 同  左 

オペレーティング・リース取引 

未 経 過 リ ー ス 料 

 

 

１年以内   ３２７百万円 

１ 年 超 １,６２５百万円 

合 計  １,９５２百万円 

 

１年以内   ２７５百万円 

１ 年 超 １,４７１百万円 

合 計  １,７４６百万円 

 

１年以内   ２９９百万円 

１ 年 超 １,６０１百万円 

合 計  １,９０１百万円 
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（有 価 証 券 関 係） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 
 （単位：百万円） 

２００１年９月中間期 
（ 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ） 

２０００年９月中間期 
（ 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ） 

２００１年３月期 
（ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ） 

 

取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 

差 額 取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 

差 額 取得原価 連結貸借対 
照表計上額 

差 額 

株   式 

債  券 
国 債 ・ 
地方債等 

社  債 

そ の 他 

744 

 
 

60 

148 

495 

624 

 
 

60 

156 

377 

△ 119 

 
 

0 

8 

△ 117 

743 

 
 

69 

165 

600 

1,074 

 
 

69 

170 

535 

330 

 
 

0 

5 

△  65 

752 

 
 

69 

177 

646 

800 

 
 

70 

181 

536 

47 

 
 

0 

4 

△ 109 

合  計 1,447 1,219 △ 228 1,579 1,850 270 1,646 1,589 △  57 

(注)1.減損処理を行った有価証券については、減損処理後の帳簿価格を取得原価として記載しています。 
2.減損処理金額 2001年9月中間期 56百万円 2000年9月中間期 29百万円 2001年3月期 34百万円 
 

２. 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結(連結)貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

 2001年9月中間期 
（ 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ） 

2000年9月中間期 
（ 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ） 

2001年3月期 
（ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ） 

そ の 他 有 価 証 券 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

(2)その他有価証券 

①店頭売買株式を 

除く非上場株式 

②そ   の   他 

 

1,173 

 

 

19 

84 

 

1,508 

 

 

21 

36 

 

1,487 

 

 

19 

36 

合 計 1,278 1,567 1,543 

 
 

 

（デリバティブ取引関係） 

 （単位：百万円） 

２００１年９月中間期 

（ 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ）  

２０００年９月中間期 

（ 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ）  

２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

（ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ）  
対象物 

の種類 
取引の種類 

契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 

           

 為替予約取引          

通  買   建          

 日 本 円 1,707 1,655 △  51 2,182 2,188 5 2,323 2,197 △ 125 

 ユ ー ロ 67 66 △   1 151 150 △  1 69 71 1 

 米 ド ル 98 97 △   0 81 82 0 77 76 △  1 

           

貨 通貨スワップ取引          

 受取日本円・ 
支払米ド ル 

- - - 109 0 0 54 △ 8 △  8 

合      計 1,872 1,819 △  53 2,524 2,421 5 2,524 2,337 △ 132 

 

区 分 
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（セ グ メ ン ト 情 報） 
 
1. 事業の種類別セグメント情報 
 （単位：百万円） 

２００１ 年９月中間期 （ 2001．4．1 ～ 2001．9．30 ）  
セグメント 

科   目 
電 子 楽 器 
事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 
機 器 事 業 計 

消 去 又 は 
全 社 連 結 

売 上 高      

( 1 )外部顧客に対する売上高 ２２,９３７ ６,３３２ ２９,２７０ － ２９,２７０ 
( 2 ) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 ０ ０ １ (   １) － 

計 ２２,９３８ ６,３３２ ２９,２７１ (   １) ２９,２７０ 
営 業 費 用 ２３,０８６ ５,７７２ ２８,８５９ (   １) ２８,８５８ 
営業利益又は営業損失(△) △   １４７ ５６０ ４１２ － ４１２ 

（単位：百万円） 
２０００年９月中間期 （ 2000．4．1 ～ 2000．9．30 ）  

セグメント 
科   目 

電 子 楽 器 
事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 
機 器 事 業 計 

消 去 又 は 
全 社 連 結 

売 上 高      

( 1 )外部顧客に対する売上高 ２３,１９８ ５,６２６ ２８,８２５ － ２８,８２５ 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 １ ０ １ (   １) － 

計 ２３,１９９ ５,６２６ ２８,８２６ (   １) ２８,８２５ 
営 業 費 用 ２２,８０１ ５,１２７ ２７,９２８ (   １) ２７,９２７ 
営 業 利 益 ３９８ ４９９ ８９７ (△ ０) ８９７ 

 （単位：百万円） 
２００１年３月期 （ 2000．4．1 ～ 2001．3．31 ）  

セグメント 
科   目 

電 子 楽 器 
事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 
機 器 事 業 計 

消 去 又 は 
全 社 連 結 

売 上 高      

( 1 )外部顧客に対する売上高 ４７,００５ １１,７５０ ５８,７５６ － ５８,７５６ 
( 2 ) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 ２ ０ ２ (   ２) － 

計 ４７,００７ １１,７５１ ５８,７５８ (   ２) ５８,７５６ 
営 業 費 用 ４６,１５３ １０,６２０ ５６,７７４ (   ２) ５６,７７１ 
営 業 利 益 ８５３ １,１３０ １,９８４ (△ ０) １,９８４ 

 (注)1.事業区分の方法 
    当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺 

機器事業に区分しています。 
  2.各事業の主要な製品 
    (1)電子楽器事業 
       電子ピアノ、シンセサイザー、デジタルレコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品 
    (2)コンピュータ周辺機器事業 
       プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン、プリンター 
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 2. 所在地別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００１年９月中間期 （ 2001．4．1 ～ 2001．9．30 ） 

セグメント 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

売 上 高     
(1)外部顧客に対する売上高 ９,８１３ １４,０４４ ５,４１３ ２９,２７０ － ２９,２７０ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 ９,４６０ １４０ ８４０ １０,４４０ (１０,４４０) － 

計 １９,２７３ １４,１８４ ６,２５３ ３９,７１１ (１０,４４０) ２９,２７０ 

営 業 費 用 １８,８７６ １４,１７３ ６,２５１ ３９,３００ (１０,４４２) ２８,８５８ 

営 業 利 益 ３９７ １０ ２ ４１０ (△    １) ４１２ 

 （単位：百万円） 

２０００年９月中間期 （ 2000．4．1 ～ 2000．9．30 ）  

セグメント 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 １０,５１３ １３,１８４ ５,１２７ ２８,８２５ － ２８,８２５ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 ９,６４８ １８５ ７３１ １０,５６５ (１０,５６５) － 

計 ２０,１６１ １３,３６９ ５,８５９ ３９,３９１ (１０,５６５) ２８,８２５ 

営 業 費 用 １９,３８１ １３,１５８ ５,９５７ ３８,４９６ (１０,５６９) ２７,９２７ 

営業利益又は営業損失(△) ７７９ ２１１ △  ９７ ８９４ (△    ３) ８９７ 

 （単位：百万円） 

２００１年３月期 （ 2000．4．1 ～ 2001．3．31 ） 

セグメント 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 ２０,９１２ ２６,９３７ １０,９０６ ５８,７５６ － ５８,７５６ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １９,３４５ ３２６ １,３８０ ２１,０５１ (２１,０５１) － 

計 ４０,２５７ ２７,２６３ １２,２８６ ７９,８０７ (２１,０５１) ５８,７５６ 

営 業 費 用 ３９,０１０ ２６,４８８ １２,３３０ ７７,８２９ (２１,０５７) ５６,７７１ 

営業利益又は営業損失(△) １,２４７ ７７５ △  ４４ １,９７７ (△    ６) １,９８４ 

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっています。 

  2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
北米：米国、カナダ 
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
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3. 海外売上高 
（単位：百万円） 

２００１年９月中間期 （ 2001．4．1 ～ 2001．9．30 ） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 １４,０２５ ６,５２２ ２,４３４ ２２,９８２ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ２９,２７０ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４７.９ ２２.３ ８.３ ７８.５ 

（単位：百万円） 

２０００年９月中間期 （ 2000．4．1 ～ 2000．9．30 ） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 １３,１８１ ６,３１２ ２,５６５ ２２,０５９ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ２８,８２５ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４５.７ ２１.９ ８.９ ７６.５ 

（単位：百万円） 

２００１年３月期 （ 2000．4．1 ～ 2001．3．31 ） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２６,８９８ １３,０８６ ４,６４６ ４４,６３１ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ５８,７５６ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４５.８ ２２.３ ７.９ ７６.０ 

 
(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  2.各区分に属する主な国又は地域 
北 米：米国、カナダ 
欧 州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
その他：東南アジア、中南米、豪州 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 

(１)生 産 実 績 

（単位：百万円） 

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期 事 業 の 種 類 別 
セグメントの名称 品 目 

(2001.4.1～2001.9.30) (2000.4.1～2000.9.30) (2000.4.1～2001.3.31) 

 電 子 楽 器 ９,７４１ ８,８０４ １８,３７７ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 ４,４１１ ５,２５９ １０,７２８ 

電 子 楽 器 事 業 音 響 機 器 ３,２６４ ３,３１４ ６,７６１ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

２,５５６ ２,８８５ ４,８１９ 

 小 計 １９,９７３ ２０,２６４ ４０,６８８ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 ３,８４０ ３,８２８ ７,２８６ 

合 計 ２３,８１４ ２４,０９２ ４７,９７４ 

(注) 1.金額は販売価格によっています。 
2.セグメント間の取引については相殺消去しています。 

 

 

(２)受 注 状 況 

当社グループは、その製品の性質上需要予測による見込生産方式を採り、受注生産を行っていません。 

 

 

(３)販 売 実 績 

（単位：百万円） 

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期 事 業 の 種 類 別 
セグメントの名称 品 目 

(2001.4.1～2001.9.30) (2000.4.1～2000.9.30) (2000.4.1～2001.3.31) 

 電 子 楽 器 １１,５７３ １０,５５０ ２１,６４４ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 ４,３３４ ５,１３９ １０,８５９ 

電 子 楽 器 事 業 音 響 機 器 ３,８７８ ４,２４９ ７,８９７ 

 コンピュータ・ミュージック 

 関 連 機 器 他 
３,１５２ ３,２５８ ６,６０４ 

 小 計 ２２,９３７ ２３,１９８ ４７,００５ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 ６,３３２ ５,６２６ １１,７５０ 

合 計 ２９,２７０ ２８,８２５ ５８,７５６ 

 (注) セグメント間の取引については相殺消去しています。 


